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      国土交通省 中国地方整備局 建政部長 諸岡 昌浩 

３．議  事 

（１）規約改正について 

（２）建設キャリアアップシステムの普及・定着について 

（３）賃金引き上げ・法定福利費確保・建退共の適正履行等の 

技能者の処遇改善について 

（４）建設業における資材価格高騰対策について 

（５）質疑応答 

（６）その他 

 ４．意見交換 

５．閉   会  
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第２回中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会出席団体一覧
（建設業者団体４０団体、建設工事の発注者で構成する団体１０団体、建設業に関係する団体１２団体、行政機関１０機関）

【建設業者団体】（５０音順） 【建設工事の発注者で構成する団体】（５０音順） 【行政機関】

 (一社)岡山県建設業協会  岡山県鳶土工連合会  中国四国厚生局

 (一社)島根県建設業協会  建設産業専門団体中国地区連合会  日本年金機構

 (一社)全国道路標識・標示業協会 中国支部  (公社)日本エクステリア建設業協会 広島県支部  岡山労働局

 (一社)全国特定法面保護協会 中国地方支部  しまねインテリア事業協同組合  広島労働局

 (一社)全国防水工事業協会 中国支部  島根県建設産業団体連合会  鳥取県

 (一社)鳥取県建設業協会  ダイヤモンド工事業協同組合 中国支部  島根県

 (一社)鳥取県冷凍空調工業会  中国建設インテリア事業協同組合  岡山県

 (一社)日本アンカー協会 中国支部  中国建設躯体工業連合会  広島県

 (一社)日本海上起重技術協会 中国支部  中国広告美術業組合連合会 

 (一社)中国経済連合会

 (一社)日本ガス協会中国・四国部会

 (一社)日本電機工業会大阪支部

 (公社)広島県建築士会

 (一社)広島県建築士事務所協会

 (一社)山口県建築士事務所協会

 (公社)鳥取県宅地建物取引業協会

 (公社)日本建築家協会中国支部

 (公社)日本建築積算協会中国四国支部  山口県

 (一社)日本型枠工事業協会 岡山支部  中国シーリング工事業協同組合  中国地方商工会議所連合会  中国地方整備局

 (一社)日本型枠工事業協会 中国支部  中国四国保温保冷工業協会

 (一社)日本建設機械施工協会 中国支部  鳥取県インテリア事業協同組合 【建設業に関係する団体】（５０音順）

 (一社)日本機械土工協会 中国支部  西日本圧接業協同組合　中・四国支部  (一社)島根県建築組合連合会

 (一社)日本空調衛生工事業協会 中国支部  広島県建設業協会連合会  岡山県建設労働組合

 (一社)日本建設業連合会 中国支部  山口県管工事協同組合連合会  岡山県社会保険労務士会

 (一社)日本造園組合連合会 広島県支部  山口県鳶工業連合会  島根県社会保険労務士会

 (一社)日本造園建設業協会 中国総支部  鳥取県行政書士会

 (一社)日本電設工業協会 中国支部  鳥取県社会保険労務士会

 (一社)日本道路建設業協会 中国支部  広島県行政書士会

 (一社)日本塗装工業会 中国ブロック会  広島県建設労働組合

 (一社)広島県建設工業協会  広島県社会保険労務士会

 (一社)広島県鳶土工業連合会  山口県行政書士会

 (一社)山口県建設業協会  山口県建設労働組合

 岡山県ダクト工業会  山口県社会保険労務士会



                                                           

※傍線の部分は改正部分 
 

改正後（案） 
 

改正前（現行） 
 

 
中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会規約 
 
  

 
中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会規約 
 
 

（名称） 
第１条 本協議会は、中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推
進協議会（以下「中国地方協議会」という。）という。 
 
（目的） 
第２条 中国地方協議会は、国土交通本省において設置された｢建設
キャリアアップシステム処遇改善推進協議会｣（以下｢全国協議会｣とい
う。）における取組方針等を踏まえて、中国地方の行政、建設企業そ
の他建設業に関わる者が一体となって、同地方の建設業者の実情に応
じた、建設業における建設キャリアアップシステム（以下、CCUS）の普
及・活用を通じた社会保険加入の徹底、労務費及び法定福利費の確
保、建設業退職金共済（以下、建退共）の普及等、建設業における
処遇改善の取組を総合的かつ継続的に推進することを目的とする。 
 
（活動内容） 
第３条 中国地方協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を
行う。 
一 CCUS の活用を通じた社会保険加入の徹底、労務費及び法定福

利費の確保並びに建退共の普及の取組を進める上での課題に関す
る意見の交換 

二 その他、CCUS の活用を通じた処遇改善の取組を進める上での課
題に関する  意見の交換 

三 CCUS の活用を通じた処遇改善に関する取組方針についての協議
・確認 

四 CCUS の活用を通じた処遇改善の推進に向けた周知及び啓発 
五 関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換 
六 その他前条の目的を達成するために必要な活動 
 
（構成員） 
第４条 中国地方協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 
一 建設業者団体 
二 建設工事の発注者で構成する団体 
三 建設業に関係する団体（第一号及び第二号に掲げるものを除く） 
四 厚生労働省 中国四国厚生局 
五 厚生労働省 鳥取労働局、島根労働局、岡山労働局、広島労

働局及び山口労働局  
六 国土交通省 中国地方整備局 
七 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県  
八 日本年金機構 中国地域部  
九 その他中国地方協議会が必要と認める者 
２ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得
て構成員となる。 
 
（会長） 
第５条 中国地方協議会に会長及び副会長若干名を置く。 
 ２ 会長は、中国地方整備局建政部長をもってあてる。 
 ３ 会長は、中国地方協議会を代表し、運営を統括する。 
 ４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名

することができる。 
 
（副会長） 
第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務
を代行する。 
２ 副会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 
 
（中国地方協議会の招集） 
第７条 中国地方協議会の招集は、会長が行う。 
２ 中国地方協議会は、年１回以上開催する。 
 
（ワーキンググループ） 
第８条 中国地方協議会の円滑な運営に資するため、中国地方協議
会にワーキンググループを置くことができる。 
２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が
指定した者により組織する。 
３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以
外の者の 
出席を求めることができる。 
４ ワーキンググループの組織並びに必要な事項は、ワーキンググループに
おいて定める。 
 
（事務局） 
第９条 中国地方協議会の事務は、中国地方整備局建政部計画・
建設産業課が行う。 
 

（名称） 
第１条 本協議会は、中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推
進協議会（以下「中国地方協議会」という。）という。 
 
（目的） 
第２条 中国地方協議会は、国土交通本省において設置された｢建設
キャリアアップシステム処遇改善推進協議会｣（以下｢全国協議会｣とい
う。）における取組方針等を踏まえて、中国地方の行政、建設企業そ
の他建設業に関わる者が一体となって、同地方の建設業者の実情に応
じた、建設業における建設キャリアアップシステム（以下、CCUS）の普
及・活用を通じた社会保険加入の徹底、労務費及び法定福利費の確
保、建設業退職金共済（以下、建退共）の普及等、建設業における
処遇改善の取組を総合的かつ継続的に推進することを目的とする。 
 
（活動内容） 
第３条 中国地方協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を
行う。 
一 CCUS の活用を通じた社会保険加入の徹底、労務費及び法定福

利費の確保並びに建退共の普及の取組を進める上での課題に関す
る意見の交換 

二 その他、CCUS の活用を通じた処遇改善の取組を進める上での課
題に関する  意見の交換 

三 CCUS の活用を通じた処遇改善に関する取組方針についての協議
・確認 

四 CCUS の活用を通じた処遇改善の推進に向けた周知及び啓発 
五 関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換 
六 その他前条の目的を達成するために必要な活動 
 
（構成員） 
第４条 中国地方協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 
一 建設業者団体 
二 建設業に関係する団体（第一号に掲げるものを除く） 
 
三 厚生労働省 中国四国厚生局 
四 厚生労働省 鳥取労働局、島根労働局、岡山労働局、広島労

働局及び山口労働局  
五 国土交通省 中国地方整備局 
六 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県  
七 日本年金機構 中国地域部  
八 その他中国地方協議会が必要と認める者 
２ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得
て構成員となる。 
 
（会長） 
第５条 中国地方協議会に会長及び副会長若干名を置く。 
 ２ 会長は、中国地方整備局建政部長をもってあてる。 
 ３ 会長は、中国地方協議会を代表し、運営を統括する。 
 ４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名

することができる。 
 
（副会長） 
第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務
を代行する。 
２ 副会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 
 
（中国地方協議会の招集） 
第７条 中国地方協議会の招集は、会長が行う。 
２ 中国地方協議会は、年１回以上開催する。 
 
（ワーキンググループ） 
第８条 中国地方協議会の円滑な運営に資するため、中国地方協議
会にワーキンググループを置くことができる。 
２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が
指定した者により組織する。 
３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以
外の者の 
出席を求めることができる。 
４ ワーキンググループの組織並びに必要な事項は、ワーキンググループに
おいて定める。 
 
（事務局） 
第９条 中国地方協議会の事務は、中国地方整備局建政部計画・
建設産業課が行う。 
 

資料１ 



                                                           

（雑則） 
第１０条 本規約に定めるもののほか、中国地方協議会の運営に必
要な事項は、会長が中国地方協議会に諮って定める。 
２ 中国地方協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、行わ
ない。 
 
附 則 
この規約は、平成２４年８月３０日より施行する。 

 この規約は、平成３０年２月２６日より施行する。 
 この規約は、平成３０年１０月１９日より施行する。 
この規約は、令和４年１月１９日より施行する。 
この規約は、令和５年２月３日より施行する。 

 
 

（雑則） 
第１０条 本規約に定めるもののほか、中国地方協議会の運営に必
要な事項は、会長が中国地方協議会に諮って定める。 
２ 中国地方協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、行わ
ない。 
 
附 則 
この規約は、平成２４年８月３０日より施行する。 

 この規約は、平成３０年２月２６日より施行する。 
 この規約は、平成３０年１０月１９日より施行する。 
この規約は、令和４年１月１９日より施行する。 

 
 

 



中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会規約 
  
（名称） 
第１条 本協議会は、中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会（以下「中
国地方協議会」という。）という。 
 
（目的） 
第２条 中国地方協議会は、国土交通本省において設置された｢建設キャリアアップシステ
ム処遇改善推進協議会｣（以下｢全国協議会｣という。）における取組方針等を踏まえて、中国
地方の行政、建設企業その他建設業に関わる者が一体となって、同地方の建設業者の実情に
応じた、建設業における建設キャリアアップシステム（以下、CCUS）の普及・活用を通じ
た社会保険加入の徹底、労務費及び法定福利費の確保、建設業退職金共済（以下、建退共）
の普及等、建設業における処遇改善の取組を総合的かつ継続的に推進することを目的とす
る。 
 
（活動内容） 
第３条 中国地方協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 
一 CCUS の活用を通じた社会保険加入の徹底、労務費及び法定福利費の確保並びに建退共
の普及の取組を進める上での課題に関する意見の交換 
二 その他、CCUS の活用を通じた処遇改善の取組を進める上での課題に関する意見の交換 
三 CCUS の活用を通じた処遇改善に関する取組方針についての協議・確認 
四 CCUS の活用を通じた処遇改善の推進に向けた周知及び啓発 
五 関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換 
六 その他前条の目的を達成するために必要な活動 
 
（構成員） 
第４条 中国地方協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 
一 建設業者団体 
二 建設工事の発注者で構成する団体 
三 建設業に関係する団体（第一号及び第二号に掲げるものを除く） 
四 厚生労働省 中国四国厚生局 
五 厚生労働省 鳥取労働局、島根労働局、岡山労働局、広島労働局及び山口労働局  
六 国土交通省 中国地方整備局 
七 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県  
八 日本年金機構 中国地域部  
九 その他中国地方協議会が必要と認める者 



２ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構成員となる。 
（会長） 
第５条 中国地方協議会に会長及び副会長若干名を置く。 
 ２ 会長は、中国地方整備局建政部長をもってあてる。 
 ３ 会長は、中国地方協議会を代表し、運営を統括する。 
 ４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名することができる。 
 
（副会長） 
第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 
２ 副会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 
 
（中国地方協議会の招集） 
第７条 中国地方協議会の招集は、会長が行う。 
２ 中国地方協議会は、年１回以上開催する。 
 
（ワーキンググループ） 
第８条 中国地方協議会の円滑な運営に資するため、中国地方協議会にワーキンググループ
を置くことができる。 
２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が指定した者により
組織する。 
３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以外の者の 
出席を求めることができる。 
４ ワーキンググループの組織並びに必要な事項は、ワーキンググループにおいて定める。 
 
（事務局） 
第９条 中国地方協議会の事務は、中国地方整備局建政部計画・建設産業課が行う。 
 
（雑則） 
第１０条 本規約に定めるもののほか、中国地方協議会の運営に必要な事項は、会長が中国
地方協議会に諮って定める。 
２ 中国地方協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、行わない。 
 
附 則 
この規約は、平成２４年８月３０日より施行する。 
この規約は、平成３０年２月２６日より施行する。 
この規約は、平成３０年１０月１９日より施行する。 



この規約は、令和４年１月１９日より施行する。 
この規約は、令和５年２月３日より施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設キャリアアップシステムの普及・定着について

（１）建設キャリアアップシステムの現状
（２）現場における利用促進のための取組
（３）CCUSを活用した処遇改善に向けた取組
（４）能力評価制度の拡充

資料２



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（１）建設キャリアアップシステムの現状



雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険

H23.10 94％ 86％ 86％ 84％

H24.10 95％ 89％ 89％ 87％

H25.10 96％ 92％ 91％ 90％

H26.10 96％ 94％ 94％ 93％

H27.10 98％ 97％ 96％ 96％

H28.10 98％ 97％ 97％ 96％

H29.10 98％ 98％ 97％ 97％

H30.10 98％ 98％ 97％ 97％

R01.10 99％ 99％ 99％ 98％

R02.10 99％ 99％ 99％ 99％

R03.10 99％ 99％ 99％ 98％

2000

2500
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3500
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4500
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5500

6000 製造業生産労働者（男性）

建設業生産労働者（男性）

建設業を取り巻く現状と課題

社会保険の加入は一定程度進んでいるが、
下位の下請になるほど加入率は低く、さらに
踏み込んだ対策が必要。

企業別・３保険別加⼊割合の推移（事業者単位）

給与は建設業全体で上昇傾向にあるが、生産
労働者（技能者）については、製造業と比べ低い
水準。

建設業男性全労働者等の年間賃⾦総⽀給額

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
※令和２年より生産労働者のみの調査がなくなったため、2020年の生産労働者の値は、

全労働者の対前年増減率と同じ増減率を仮定して算出。

○製造業の賃⾦のピークは50〜54歳であることに対し、建設業の賃
⾦ピークは45〜49歳。
○賃⾦カーブのピーク時期が製造業よりも早く到来する傾向があり、
現場の管理、後進の指導等のスキルが評価されていない可能性。

出典：公共事業労務費調査

建設業は全産業平均と比較して年間360時間
以上長時間労働の状況。

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

出典：令和元年賃金構造基本統計調査

（単位：千円） 年齢階層別の賃⾦⽔準

約3％
の差

元請：99.5%
1次下請：99.0%
2次下請：97.2%
3次下請：92.1%

（時間）
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年間実労働時間の推移

建設業
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調査産業計
平成19年度：1993時間
令和2年度：1838時間

▲155時間

平成19年度：1807時間
令和2年度：1621時間

▲186時間

147時間

364時間

平成19年度：2065時間
令和2年度：1985時間

▲80時間 19.5 

14.2 

22.6 
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6.2 
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29.7 

26.9 

31.5 
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7.4 

9.2 

29.7 

37.5 

24.6 

6.6 

7.7 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

建築⼯事

⼟⽊⼯事

4週8休
(完2)

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下

現在4週8休は
２割以下

出典：日建協「2020時短アンケート」を基に作成

※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査。
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。

建設業における休⽇の状況（技術者）
（4週当たり）

休暇日数

5.59日

（4週当たり）

休暇日数

5.78日

（4週当たり）

休暇日数

5.29日

他産業では当たり前となっている週休２日もとれ
ていない。

1.9 
14.1 

21.2 
19.9 

26.3 
33.3 

44.2 
38.5 

30.1 
26.9 

52.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

60歳以上の高齢者（79.5万人、25.7％）は、10
年後には大量離職が見込まれる。一方、それを
補うべき若手入職者の数は不十分。

年齢階層別の建設技能労働者数

出典：総務省「労働力調査」（R３年平均）を元に国土交通省にて推計

（年齢階層）

37.2万人
12.0％

（万人)

79.5万人
25.7％
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○ 「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場での就業履歴等を登録・蓄積し、技能・経験の客観
的な評価を通じた技能者の適切な処遇や現場管理につなげる仕組み

○ これにより、①若い世代がキャリアパスの見通しをもてる、②技能・経験に応じて処遇を改善する、③技能
者を雇用し育成する企業が伸びていける建設業を目指す

○ システムは、日建連、全建、建専連、全建総連など、業界団体と国が連携して官民一体で普及を推進

建設キャリアアップシステムの概要

技能者にカードを交付

現場の登録と技能者のカードタッチ

【技能者情報】
・本⼈情報
・保有資格
・社会保険加⼊等

技能者情報等の事前登録

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等

※システム運営︓（⼀財）建設業振興基⾦＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場⼊場の際にカードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

◎ 現場を支える技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇され、働き続けられる環境づくり （働き方改革）
◎ データ連携等を通じた効率的な現場管理 （生産性向上）

→ 建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために必要

技能レベルのステップアップ

【現場情報】
・現場名、⼯事の内容
・下請の施⼯体制
・下請の技能者の配置状況 等

現場管理での活⽤

元請が⼯事を登録し、現場にカードリーダーを設置

社会保険加⼊の確認や施⼯体制台帳とのデータ連携 など

3



建設キャリアアップシステムの基本的仕組み

建
設
現
場

作
成

現場で従事した就業履歴

職⻑・班⻑としての経験⽇数

＋

技 能 者 の 能 ⼒ 評 価

経験や資格により、技能レベルに応じた4段階の技能レベルを表⽰

元請による現場登録とカードリーダー設置等

技能者がカードタッチ等で就業履歴を登録

事業者登録 商号、所在地、建設業許可、
社会保険、建退共加⼊状況 等

本⼈情報、所属事業者名、
社会保険・建退共加⼊状況、
保有資格 等

事
前
登
録 技能者登録 保有資格

就業年数

マネジメント経験

◎元請と各下請が、現場ごとに、施⼯体制情
報や施⼯体制技能者情報を登録し、元請が
カードリーダーの設置等を⾏う

◎元請と各下請が、現場ごとに、施⼯体制情
報や施⼯体制技能者情報を登録し、元請が
カードリーダーの設置等を⾏う

現場管理での活⽤や働き⽅改⾰

技能者の賃金や処遇の向上

技能者の技能・経験が客観的に評価

技能者の社会保険加入等の確認

施工体制台帳などとのデータ連携

週休2日確認や退職金制度（建退共）との連携

※技能者の意思によらずに個⼈情報はシステムの外部に公表されない（元請企業は、他の現場のゼネコン等の下に⼊っている下請企業等の情報は閲覧できない）

パソコンとカードリーダの設置 iPhoneとカードリーダの設置

元請・下請事業者は事業者登録、技能者は技能者登録

4



建設キャリアアップシステムの利用状況（2022年12月末）

5



CCUS現場登録の状況 （2021年度実績）

発注者別の年度登録現場数（ブロック別） 事業者元請完⼯⾼規模別の年度登録現場数

民
間
工
事

公
共
工
事

67  96  462  156  49  156  83  38  76  1,183 

461 

431 
632 

384 
153 

274 
332 

152 
443  3,262 
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317 
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219 
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216 

2,035 

250 
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1,200 
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12,291 
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北海道 東北 関東甲信 中部 北陸 近畿 中国 四国 九州沖縄 全国

国 都道府県 市区町村 他公共 民間工事

⺠
間
⼯
事

公
共
⼯
事

累計 1,351 2,514  8,325 2,596 787 2,658 1,670 662 2,226 22,789件

※ 上記のほか、⼾建住宅メーカー等数社により、約6,600現場が登録
※ CCUS上で現場登録が完了しており、就業履歴登録を⾏うことができる⼯事現場数について、年度累積（2021年4⽉〜2022年3⽉）を集計
※ 100億未満「等」には、ＣＣＵＳの現場情報と経審情報を連携させられない先（＝完⼯⾼不明先）も含まれている
※ 地⽅区分は地⽅整備局等(沖縄は九州に包含)に準じた

（参考）建設投資額⾒通し 公共︓22.2兆円 ⺠間︓32.8兆円
国⼟交通省「令和2年度建設投資⾒通し（実質値）」

6,389 
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100億未満等
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100億未満等
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出典︓建設業振興基⾦より、国⼟交通省調べ6



職種別技能者のCCUS登録状況
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（２）現場における利用促進のための取組



建設キャリアアップシステムによる技能者の処遇改善
～システムへの登録と利用促進、処遇改善への行程～

STEP１ STEP３

技能者の入職･定着促進

技能者の技能・経験の評価

新３Ｋの実現
（給料･休日･希望）

◎経営事項審査における加点評価

◎公共⼯事における企業評価
・総合評価やモデル⼯事での加点

◎社保加⼊の確認など、現場管理で
の活⽤

◎週休２⽇の推進への活⽤
・公共発注者による利活⽤

◎退職⾦(建退共)制度との連携

◎技能者のCCUSレベルに応じた
⼿当て⽀給の促進

◎技能者の技能・経験に応じた賃⾦
・労務費調査において、CCUS技能者
の技能・経験別の賃⾦実態を調査し、
レベル別の賃⾦⽬安を⽰すなど、労務
費と能⼒評価を連携

◎施⼯能⼒等の⾒える化評価

◎登録等のサポート体制
・CCUSサテライト説明会
・CCUS認定アドバイザー等

◎機器設置等に対する助成制度

STEP２

STEP１ システムへの登録促進 STEP2 現場での利用の促進 STEP3 技能者の処遇等への反映
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◎ 直轄工事におけるモデル工事の実施 （WTO工事等）

◎ 都道府県では、３７道府県が企業評価を導入
政令指定都市は１４市が企業評価を導入

◎ 経営事項審査において、全建設工事または全公共工
事の現場におけるカードリーダー設置等に対して加点
措置を施行し（来年１月）、現場利用をさらに促進

◎ 元請や１次下請が、ＣＣＵＳの就業データを建退共の
掛金納付と連携できる機能を供用し、事務を簡略化

◎ 監理技術者等の現場兼任を認める要件に、ＣＣＵＳ等
による施工体制の把握を位置づけることを検討

◎ 労務費調査において、ＣＣＵＳ技能者の技能・経験に
応じた賃金実態を把握し、レベル別に賃金目安を示す
ことにより、能力評価が労務費に反映される方策につ

いて検討

◎ ＣＣＵＳの能力評価等を企業独自の手当てに反映する
取組を水平展開 （現在、２０社を超える大手・中堅ゼネコン等で導
入又は検討。地場企業、専門工事業にも取組の広がり。）

※ 令和3年度の労務費調査では、CCUS登録技能者（レベル４）の平均賃金は
CCUS登録技能者（レベル１～３）より約14％高い実態

公共⼯事等におけるインセンティブ措置

建退共制度とのデータ連携による掛⾦納付の簡略化

技術者専任要件の緩和

労務費調査との連携 （技能者の技能経験に応じた労務費）

技能レベルを反映した⼿当て⽀給の普及

◎ 公共発注者が、ＣＣＵＳの管理機能を用いて、週休２日

工事における達成状況を円滑に確認できる機能を供用
（公共発注者による閲覧機能を内製化） ※令和4年12月から供用

公共発注者による週休２⽇⼯事での活⽤

ＣＣＵＳの更なる普及に向けた重点的取組

元請による現場利⽤の促進
（元請によるカードリーダー設置等）

労務費や処遇改善への展開

※ 令和4年8月から、元請や１次下請が直接にＣＣＵＳの就業実績データを
建退共の掛金納付の申請に活用できるシステムを供用

【カードリーダー等の購入等に係る経費の助成】 CCUSを活用した雇用環境整備を実施する建設事業主団体に対してカードリーダーの購入等に係る経費を助成（厚労省） 10



公共工事におけるＣＣＵＳ活用の促進

国直轄工事 地方公共団体 独法・特殊会社

国土交通省より、独立行政法人
等に対してCCUS活用を周知
（R２年４月）

○ ＵＲ都市機構においてＲ３年度から原
則全ての新規建設工事で推奨モデル
工事を実施予定

（Ｒ３年度は20件程度の工事に適用予定）

○ 水資源機構においてR３年度に本社契
約の土木一式工事で義務化モデル工
事を１件実施。その他の本社契約の土
木一式工事を推奨モデル工事として原
則実施

〇 NEXCO西日本においてR３年度から義
務化モデル工事を実施予定

○ NEXCO東日本においてR３年度に義
務化モデル工事を１件実施

○ 鉄道・運輸機構においてR３年度から
義務化モデル工事及び推奨モデル工
事を実施予定

【都道府県の導入・検討状況】

※市町村に対しても要請し、都道府県公契連での周
知に加え、人口１０万以上の全ての市区に対して
国から直接ヒアリング等を実施

（令和３年３月末までに全市区283団体に実施）

国土交通省より、直轄事業での
モデル工事や先行する県による
総合評価での加点等を踏まえた
取組を要請（R２年４月）

○ ３７道府県が企業評価の導入等を
表明、他の全ての都道府県も検討
を表明

評価の導入等を検討
【10団体】

＋16団体

R5.1時点
導入表明
【37団体】

R3.3時点導入表明

【21団体】

R２年度より、モデル工事を試行

事業者登録率・技能者登録率・就業履
歴蓄積率（カードタッチ率）を確認の上、
達成状況により工事成績評定で加点

【土木工事】

○ CCUS義務化・活用推奨モデル工事
（義務化：全国で６４件（Ｒ３年度契約） ）
（活用推奨：全国で１６件 （Ｒ３年度契約） ）

 一般土木工事の本官発注分※について、原則モデル工事を実施
※ 北海道開発局においては、そのうち予定価格が2.5億円以上の工事が対象

 これ以外の工事（分任官発注分を含む）については、建設業界の
要望や理解の状況を十分踏まえた上で、モデル工事を実施

 カードリーダー設置費用、現場利用料（カードタッチ費用）につい
て、実績に基づき、発注者が負担（すべてのモデル工事で実施）

○ 地元業界の理解がある３３都府県において
、直轄Cランク工事でもモデル工事を試行

○ 農水省も、WTO対象一般土木で、R5.1以降
の入札公告分から、モデル工事を試行

【営繕工事】
○ CCUS活用推奨モデル営繕工事

（全国で２７件（R３年度契約） ）※予定を含む

【港湾・空港工事】

○ CCUS活用モデル工事
（全国で４７件（R３年度契約） ）※２月までの実績

（令和５年１月15日 現在)

○建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及・活用により、技能者の処遇改善等を図るため、技能者側のメ
リット向上（建退共との連携等）に加え、公共工事発注者によるモデル工事等によりCCUSの利用を促進

○国の直轄モデル工事のほか、都道府県や独法・特殊会社でモデル工事等の導入が広がってきており、今
後、さらに地方公共団体等を中心として取組を加速化

11
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① 日本国内以外の工事
② 建設業法施行令で定める軽微な工事

③ 災害応急工事

工事一件の請負代金の額が500万円(建築一式工事の場合は1,500万円に満たない工事
建築一式工事のうち面積が150m²に満たない木造住宅を建設する工事

防災協定に基づく契約又は発注者の指示により実施された工事

① CCUS上での「現場・契約情報」*の登録
② 建設工事に従事する者が直接入力によらない方法⁑でCCUS上に就業履

歴を蓄積できる体制の整備
③ 経営事項審査申請時に様式第６号に掲げる誓約書の提出

*    現場・契約情報：現場名、住所、連絡先、現場管理者等
** 直接入力によらない方法：就業履歴データ登録標準API連携認定システム

（ https://www.auth.ccus.jp/p/certified ）等
により、当該現場において就業履歴を蓄積できる措置を実施していること

経営事項審査における建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況（新設）

○ 建設工事の担い手の育成・確保に向け、技能労働者等の適正な評価をするためには、就業履歴の蓄積のために
必要な環境を整備することが必要であり、経営事項審査においても、CCUSの活用状況を加点対象とする。

審査対象工事 ①～③を除く審査基準日以前１年以内に発注者から直接請け負った建設工事

該当措置 ①～③のすべてを実施している場合に加点

加点要件 評点

審査対象工事のうち、民間工事を含む全ての建設工事で該当措置を
実施した場合 15

審査対象工事のうち、全ての公共工事で該当措置を実施した場合 10

※ただし、審査基準日以前１年のうちに、審査対象工事を１件も発注者から直接請け負っていない場合には、加点しない

令和５年８月１４日以降を審査基準日とする申請で適用

【CCUS登録済企業の対応見通し】

○来年1月の施行を控え、CCUS事業者登録済みの
経審受審企業に対して、現時点での対応見通しを
アンケート調査 （Ｒ４年８月）

※有効回答企業数 9,585社
（回答総合工事業者の元請完工高：16.7兆円（申告ベース））

［元請総合工事業者】

1,030

494

3,020

721

482

2,310

843

232

全建設工事で実施する

全公共工事で実施する

活用を検討する

対応予定なし

対応予定なし

活用を検討する

全建設工事で実施する

全公共工事で実施する

［設備・専門工事業者】

回答企業数 5,026 社

回答企業数 4,106 社
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認定登録機関・登録支援機関 現場利用等の疑問にきめ細かくサポートする体制づくり

◎CCUSの登録のほか、現場運⽤等に関する専⾨的知識を習得し、
CCUS利⽤者に対する適切な助⾔等を⾏うことができる総合アドバイザー

※6⽉末現在322名を認定

◎ユーザーからニーズが⾼いCCUS概要説明や、現場運⽤に関する情報を
はじめ、CCUSについてわかりやすく解説するコンテンツを配信

◎2020年９⽉からZoomを活⽤したWeb説明会「サテライト説明会」を
開催(約3,372件、参加者数延べ約7,449名)（6⽉末時点）
※建設業振興基⾦のホームページからフォームをダウンロードして申込みが可能

CCUS事業本部 サテライト会場

Zoom

緑︓開設済み 40都道府県 ／ 空⽩県︓公募を予定認定登録機関

登録支援機関

『CCUSサテライト説明会』の開催

『CCUS認定アドバイザー』

『CCUSチャンネル』
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沖
縄

会員企業等の限定された申請者を対象に、申請書類の受取りや記⼊補
助、運営主体に代わって情報をシステムに登録（全建傘下26協会等）

事業者登録・技能者登録の申請書類の受付から審
査・登録まで窓⼝で実施（全国236箇所開設）（R4
年6⽉末現在）

※書⾯による申請、写真付きの⾝分証がない申請は、認定登録機
関でのみ可能。技能者登録は、「詳細型登録」のみの受付け

システムへの登録・現場利用のサポート

求人・求職活動との連携

◎ 『助太⼑』『パワーワーク』といった⺠間マッチングサービスにおいてCCUS登録済
み利⽤者にCCUSマークをバッジ表⽰する取組を開始（試⾏）

◎ ハローワークにおいて求職者に対して
CCUS登録済み企業への応募を勧
奨、技能者の求⼈を⾏うCCUS登録
済みの建設事業主に対し、求⼈票の
作成⽀援の取組を開始

建設事業主向けリーフレット 求職者向けリーフレット

◎ CCUSを活⽤した雇⽤環境整備を実施する建設事業主団体に対してカードリー
ダーの購⼊等に係る経費を助成 【厚労省】

カードリーダー等の購入等に係る経費の助成

事業内容 対象経費

就業履歴蓄積促進事業
建設事業主団体が、中小構成員
等におけるカードリーダー等の各
種機器等の導入を促進する事業

・カードリーダーなどの各種機器の購入費・
リース料、アプリなどソフトウェア等の導入
に係る契約費用（初期費用、月額利用料
等）、機器設置費用、説明会開催費用など

・上記費用について中小構成員等に対して
助成した額

※このほか、建設事業主団体が、中⼩構成員等に対して事業者登録料や技能者登録料の全部または⼀部を補
助する事業についても助成
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建退共とＣＣＵＳのデータ連携について

○ 建退共の電子申請方式によって、従来の証紙貼付方式に比べて効率的に、直接、技能労働者に退職金の掛金を納付
（元下間の証紙交付のやりとりを省略し、元請が直接、電子的に掛金納付するため、より確実）

○ さらに、ＣＣＵＳに蓄積したデータを建退共の就労実績報告作成ツールに取り込むことで、就労実績報告が正確かつ簡略化
（今夏から、元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することを可能とするシステムを供用開始）

※証紙貼付⽅式をはじめ、掛⾦納付等の適正履⾏を図るため、公共発注者による元請に対する履⾏確認を強化・徹底 （令和３年３⽉通知「元請事業主による建退共制度の履⾏状況に関する発注機関の確認等について」）

就労実績
ファイル

就労状況報告書
（4号 月別様式）

就労実績報告
作成ツール

CCUS連携
⽅式

電⼦申請
⽅式

（通常）

作業員名簿等の各種書類を参照して、
就労実績報告作成ツールに、就労実績
を⼿作業で⼊⼒する

技能労働者

CCUS

建退共とCCUSのデータ連携

証紙貼付⽅式による掛⾦納付

〇元下間での証紙交付のやりとりが⽣じるため、掛⾦納付が不
徹底になるおそれ。どの技能労働者に貼付されたか確認が困
難であり、就労の実績と納付の対応関係も不透明になりやすい

電⼦申請⽅式

〇申請に基づいて技能労働者に直接、退職⾦ポイントが
付与されるため、就労実績に基づき確実に掛⾦が納付
〇証紙の事前購⼊や交付が不要

【重要】 元請が電⼦申請⽅式を選択すれば、下請による電⼦申請⽅式の採
⽤・不採⽤に関わらず、掛⾦を電⼦申請で納付できる

（同⼀現場での証紙貼付⽅式と電⼦申請⽅式の混在は⽣じない）技能労働者証紙 共済⼿帳
１枚ずつ貼付各事業者 【貼付欄】

CCUSに蓄積されたデータを取り
込み、就労実績ファイルを作成

処遇改善のためには、就労実績が
正しく把握され、実績どおりに掛⾦
が納付されることが重要

建退共制度では、技能労働者の
働いた⽇数に応じて退職⾦の掛
⾦が納付

電⼦申請専⽤サイト

建退共

（証紙のような元請や下請間でのやりとりが不要）

（⼿作業での⼊⼒が不要で実績が正確）

技能労働者に対して、直接、
退職⾦ポイントを付与

退職⾦ポイント

※元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することが可能 14
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（３）CCUSを活用した処遇改善に向けた取組



CCUSの能力評価等を反映した手当支給

西松建設

村本建設

鹿島建設

五洋建設

青木あすなろ建設

淺沼組

大林組

大林道路

熊谷組

清水建設

大成建設

大日本土木

竹中工務店

東亜建設工業

東洋建設

戸田建設

飛島建設

日本国土開発

フジタ

前田建設工業

馬淵建設

三井住友建設

ＣＣＵＳレベル別の優良技能者制度（協力会対象）を実施。青：500円、銀：1,000円、金：2,000円、（特に模範となる方：3,000円）

評価制度をCCUSのレベル基準へと転換。青以下：2,000円（R4.11から）、銀：3,000円、金：3,500円。R5.6より推薦要件化も検討

職長制度・報奨金制度の前提。民間工事において半額負担としていた建退共掛金を、CCUS登録技能者については全額負担

独自の労務費補正制度（休日取得目標を達成した場合、労務費を5～10％割増補正払い）の出勤確認にCCUS履歴を利用可能に

優良技能者の認定資格条件にCCUS登録を追加

R5より淺沼ﾏｲｽﾀｰ資格要件にｶｰﾄﾞ所持を必須化

優良職長制度におけるCCUS登録の義務化

優良職長の条件としてCCUSを位置づけ

優良職長認定条件にCCUSカード保持を義務化

金カード保有者より優良職長選定 (手当3,000円)

優良技能者制度の認定基準にCCUS登録を追加

認定要件にCCUS登録者または申請者を追加

優良職長の認定要件としてCCUS登録を義務化

優良職長の認定基準にCCUS登録を位置づけ

ランク別優良職長制度の導入を検討

優良技能者制度手当要件に技能者登録追加

R4より優良職長認定要件にCCUS登録を追加

国土優良職長認定基準にCCUS登録を検討

CCUS登録を表彰要件に追加、手当支給検討

優良技能者認定要件にCCUS登録を追加

CCUSのｴﾑｾﾞｯｸﾏｲｽﾀｰ認定要件化を検討

CCUSの活用を今後検討

（R4.5現在、国土交通省調べ）

○ CCUSの能力評価等を企業独自の手当てに反映する取組が広がりつつあり、
20社を超える企業で導入または検討。ひきつづき、優良事例の水平展開を図る。

※今年度の公共事業労務費調査において、元請企業から下請の技能者に直接支払われる手当を含め、技能手当の支払い実態を調査して把握

○ CCUSの能力評価等を企業独自の手当てに反映する取組が広がりつつあり、
20社を超える企業で導入または検討。ひきつづき、優良事例の水平展開を図る。

※今年度の公共事業労務費調査において、元請企業から下請の技能者に直接支払われる手当を含め、技能手当の支払い実態を調査して把握

ヤマウラ CCUSカード色別手当の導入を検討

奥村組 ｽｰﾊﾟｰﾏｲｽﾀｰは銀カード以上を要件 (手当3,000円)

※手当は日額を表示 16



建設キャリアアップシステムの新機能について

○発注者がＣＣＵＳを活用し、施工体制台帳等の閲覧、ＣＣＵＳの利用状況の確認、工期内における技能者の週休２日
の達成状況の確認できるよう、措置
（※元請けの同意を前提として、発注者にＩＤを付与し、個人情報の保護に留意しつつ、ＣＣＵＳの画面の一部を確認できる仕組みを整備）
（※システム改修の想定費用（概算）は約１．５億円。１２月９日にリリース済み。）

◎ 技能者のCCUS就業履歴
の蓄積状況

◎ 事業者のCCUSの登録状況

◎ 技能者のCCUS登録状況

※レベル別・職種別の「各技能者のCCUS就業履歴の蓄積

状況」も確認可能とする。（全工期まとめての集計とすること
を検討。竣工時のレベル、職種により集計を行う。職種は５
５職種により集計を行う。）

（２） 発注工事におけるCCUSの
利用状況の確認

（３） 技能者の当該工事における
週休２日の達成状況の確認

CCUSモデル工事など、発注工事にお
ける、CCUSの利用状況の確認を可能
とする

当該発注工事の工期内における技能者の
週休２日の達成状況を確認できる必要

◎ 技能者の週休２日の達成状況

※さらに、発注者としての立場から合理的な利用目的がある

場合に限り、元請けの同意を条件として、当該工期内にお
ける技能者の他工事も含む全ての現場における就業実績（
週休２日の達成状況）についても一覧的に確認することが
できるよう措置する。（事業者と技能者の同意も別途必要と
する。）

◎ 施工体制台帳の帳票

◎ 作業員名簿の帳票

◎ 施工体系図の帳票

◎ 下請負業者編成表・再下請負通
知書の帳票

◎ 社会保険加入状況の帳票

※元請けが既に出力可能な帳票について、公共発注者も
確認できるよう、措置する。

（１） 施工体制台帳等の帳票の確認

デジタル化を推進するべく、下記帳票
の確認を可能とする

書類の事務の合理化
CCUSモデル工事の履行状況の

確認事務の合理化

週休２日工事における、達成状況の
確認に資する （②とセット）

令和３年度補正予算 1.5億円

17



○ 就業履歴を蓄積するカードリーダーの設置コストを削減するため、安価なカードリーダーでも利用可能とな
るよう就業履歴登録アプリを改修。

○ デジタル化推進のため、ＣＣＵＳ画面に新たに入力項目を設け、施工体制台帳等※へデータが反映できる
ようシステムを改修 ※ 施工体制台帳、施工体系図、再下請負通知書、作業員名簿等

建設技能者のスキル向上・処遇改善に向けた建設キャリアアップシステムの導入促進事業

○ 今回改修を実施することで、システムの利用コスト軽減、現場管理・作業効率化などの生産性向上を実現、
利用の促進を図ることで、技能者の能力評価のステップアップ、処遇改善につなげる。

令和４年度２次補正予算 5.5億円

■現行反映項目 ： 元請／下請事業者名、工事名称、現場住所・工期 等
■今回対応範囲 ： 許可業種、外国人従事有無、発注者情報 等

カードリーダー改修 施工体制台帳等改修

就
業
履
歴
登
録
ア
プ
リ
（
建
レ
コ

）

技能者ID

CCUSカード 従来のカードリーダー
1～3万円程度

安価なカードリーダー
3,000円程度～

今回対応範囲

就業履歴登録

再発行回数

カード製造番号
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（４）能力評価制度の拡充



【技能者の能力評価】 能力評価制度の概要

＜現場での能力・経験の蓄積＞

◎ 経験 （就業⽇数）
◎ 知識・技能 （保有資格）
◎ マネジメント能⼒

（登録基幹技能者講習・職⻑経験）

建設キャリアアップシステムに
技能者の資格と経験を蓄積 技能者の技能レベルに応じた4段階のカードを発⾏

⾼度なマネジメント
能⼒を有する技能
者（登録基幹技
能者等）

職⻑として現場
に従事できる技
能者

中堅技能者
（⼀⼈前の技能者）

初級技能者
（⾒習い）

○ 建設キャリアアップシステムに登録される技能者の資格と経験について能力評価を実施しています

○ 評価は、国土交通大臣が認定した評価基準に基づき、職種ごとの能力評価実施団体が行います

※建設技能者の能力評価制度は「建設技能者の能力評価制度に関する告示」（平成31年３月29日）及び「建設技能者の能力評価制度に関するガイドライン」に基づき実施されます

（注１） 令和３年４月以降に技能者登録を行った建設技能者の方は、能力評価を受けるためには、まず建設キャリアアップシステムの技能者登録（詳細型）を行ってあることが必要です
（注２） 評価の対象となる『就業日数』『職長・班長としての経験日数』については、建設キャリアアップシステムの利用開始前の経験について、経過的な措置として、所属事業者等による経

歴証明により確認された情報を活用することができます（経過的な措置は令和６年３月31日までに行う申請について適用されます） 20



技能者の能力評価は、国土交通大臣が認定した３８分野の能力評価基準に基づき、

それぞれの分野の能力評価実施団体により実施

これに加えて、現在、10以上の専門工事業団体から、個別に能力評価基準の策定、
又はその前段階となる「登録基幹技能者」の登録に係る相談を受付

能力評価対象分野の拡大について

電気工事
（一社）日本電設工業協会

橋梁
（一社）日本橋梁建設協会

造園
（一社）日本造園建設業協会
（一社）日本造園組合連合会

コンクリート圧送
（一社）全国コンクリート

圧送事業団体連合会

防水施工
（一社）全国防水工事業協会

トンネル
（一社）日本トンネル

専門工事業協会

建設塗装
（一社）日本塗装工業会

左官
（一社）日本左官業組合連合会

機械土工
（一社）日本機械土工協会

海上起重
（一社）日本海上起重技術協会

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ
（一社）プレストレスト・

コンクリート工事業協会

鉄筋
（公社）全国鉄筋工事業協会

圧接
全国圧接業協同組合連合会

型枠
（一社）日本型枠工事業協会

配管
（一社）日本空調衛生工事業協会
（一社）日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

とび
（一社）日本建設躯体

工事業団体連合会
（一社）日本鳶工業連合会

切断穿孔
ダイヤモンド工事業協同組合

内装仕上
（一社）全国建設室内工事業協会
日本建設インテリア事業

協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

ｻｯｼ・ｶｰﾃﾝｳｵｰﾙ
（一社）日本サッシ協会
（一社）建築開口部協会

エクステリア
（公社）日本エクステリア建設業協会

建築板金
（一社）日本建築板金協会

外壁仕上
日本外壁仕上業協同組合連合会

ダクト
（一社）全国ダクト工業団体連合会
（一社）日本空調衛生工事業協会

保温保冷
（一社）日本保温保冷工業協会

グラウト
（一社）日本グラウト協会

冷凍空調
（一社）日本冷凍空調

設備工業連合会

運動施設
（一社）日本運動施設建設業協会

基礎ぐい工事
（一社）全国基礎工事業団体連合会
（一社）日本基礎建設協会

タイル張り
（一社）日本タイル煉瓦工事工業会

道路標識・路面標示
（一社）全国道路標識標示業協会

消防施設
（一社）消防施設工事協会

建築大工
全国建設労働組合総連合
（一社）ＪＢＮ・全国工務店協会
（一社）全国住宅産業

地域活性化協議会
（一社）日本ログハウス協会
（一社）プレハブ建築協会

硝子工事
全国板硝子工事協同組合連合会
全国板硝子商工協同組合連合会

ＡＬＣ
（一社）ＡＬＣ協会

土工
（一社）日本機械土工協会

ウレタン断熱
（一社）日本ウレタン断熱協会
●令和４年４月１日より

発破・破砕
（一社）日本発破・破砕協会
●令和４年４月１日より

建築測量
（一社）全国建築測量協会
●令和４年６月１日より
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（３）賃金引き上げ・法定福利費確保・建退共の適正履行等の技能者の
処遇改善について

（４）建設業における資材価格高騰対策について

資料 ３



令和４年度下請取引等実態調査（全国）の結果概要（１／２）

建設工事における元請負人と下請負人の間の下請取引の適正化を図るため、下請取引等の実態を把握し、建設業法令
違反行為を行っている建設業者に対して指導を実施

調査の目的

（１）建設業法の遵守状況
○建設工事を下請負人に発注したことのある建設業者（9,261業者）のうち、建設業法に基づく指導を行う必要がない
と認められる建設業者（適正回答業者）は、713業者（適正回答業者率 7.7%（昨年度 10.8%））であった。

○このうち、「下請代金の決定方法」（98.1%）､「契約締結時期」（98.5%）､「引渡し申出からの支払期間」
（97.8%）、「支払手段」（93.2％）などの調査項目については概ね遵守されている状況であった。
○一方、｢見積提示内容｣（19.2%）､「契約方法」（62.5％）、「契約条項｣（43.1%）､「手形の現金化等にかかるコ
スト負担の協議｣（38.5%）など、適正回答率が低い調査項目も見受けられた。

（２）元請負人による下請負人へのしわ寄せの状況
元請負人から「不当なしわ寄せを受けたことがある」と回答した建設業者は1.4%（昨年度 1.2%）で、その内容の
うち、主なものは、「指値による契約」（12.6%）、「追加・変更契約の締結を拒否」 （11.8%） 、「下請代金の
不払い」（11.8%）、「工事着手後に契約」（10.9%）だった。

◇調 査 対 象 全国の建設業者 14,000業者（大臣許可 1,750業者、知事許可 12,250業者）
◇調 査 方 法 郵送による書面調査（令和4年7月27日～令和4年10月24日）

◇調査対象期間  令和3年7月1日～令和4年6月30日における取引
◇調 査 内 容 元請負人と下請負人の間及び発注者（施主）と元請負人の間の取引の実態等、見積方法（法定福利費、

労務費、工期）の状況、価格転嫁や工期設定の状況、約束手形の期間短縮や電子化の状況、技能労働
者への賃金支払状況 等

◇回 収 業 者 数  11,079業者（回収率79.1%）
◇集計対象業者数 10,974業者（回収業者数から既に事業活動を終了した建設業者（105業者）を除いた者）

調査結果の概要

調査概要
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（３）発注者（施主）による元請負人へのしわ寄せの状況
発注者から「不当なしわ寄せを受けたことがある」と回答した建設業者は1.3%（昨年度 0.6%）で、その内容で主なものは、
｢発注者側の設計図面不備･不明確、設計積算ミス｣（16.3%） 、「発注者による理不尽な要求・地位の不当利用」
（15.0%）、 「追加・変更契約の締結を拒否」（13.0%） 、 「請負代金の不払い」（7.3%）だった。

（４）法定福利費・労務費の内訳を明示した見積書の活用状況
下請負人に対し、法定福利費の内訳を明示した見積書の交付を働きかけている元請負人は69.3%、労務費の内訳を明示した見
積書の交付を働きかけている元請負人は65.1%だった。また、元請負人に対し、法定福利費の内訳を明示した見積書を交付し
ている下請負人は75.6%、労務費の内訳を明示した見積書を交付している下請負人は66.8%だった。

（５）工期について
下請負人から工期の変更交渉があった際に変更を認めている元請負人は90.3％だった。また、受注者の責によらない事由に
よって工事の完成が難しいと判断した場合、元請負人に対して工期の変更交渉を行ったことがある下請負人は82.1％で、う
ち施工するために通常必要と認められる工期に変更されたのは92.1％だった。

（６）請負代金の額について
下請負人から請負代金の額の変更交渉があった際に変更を認めている元請負人は94.4％だった。また、元請負人との契約書に
価格等の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の定めがある下請負人は45.8％だった。さらに、請負代金の
額の変更交渉を行ったことがある下請負人は52.4％で、うち変更が認められたのは86.0％だった。

（７）約束手形について
手形期間を60日(予定・検討中も含む)としている建設業者は76.8％で、一方、手形期間を60日以内とする予定がないと回答し
た理由としては、「特に理由はないが、現在の手形期間が慣例となっているため」48.1%が最も多くなった。

（８）技能労働者への賃金支払状況
賃金水準を引き上げた、あるいは引き上げる予定があると回答した建設業者は84.2％（昨年度 82.8％）だった。
賃金水準を引き上げた理由として最も多かったのは、「周りの実勢価格が上がっており、引き上げなければ必要な労働者が確
保できないため」45.3%だった。一方、引き上げないと回答した理由としては、「経営の先行きが不透明で引き上げに踏み切
れない」43.1%が最も多くなった。

調査結果の概要

令和４年度下請取引等実態調査（全国）の結果概要（２／２）
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モニタリング調査の実施について

元請を対象に元請下請間 発注者を対象に受発注者間

目的 下請業者へのしわ寄せ防止に向けた取引適正化

※技能労働者の賃金水準の上昇を図るには、適正な請負代金で
の契約締結が重要。そのため、請負代金や工期などが公平な立
場・協議のもと適正な取引として行われているかの実態を把握

今般の資材価格高騰等の情勢を踏まえ、適正な
請負代金の設定及び工期の設定についての協力
要請

実施方法 元請にヒアリング
※調査対象工事に係る現場所長や支店担当者等

発注者にヒアリング
※発注関係部署の担当者

調査内容 標準見積書の活用状況や
見積りに基づく協議状況等についてヒアリング

・工期の進捗状況
・下請負人に対する標準見積書の働きかけ
・法定福利費の明示状況
・法定福利費の算出方法
・契約締結に至る過程での下請負人との協議状況

スライド条項の適切な設定・運用や
必要な契約変更の実施等についてヒアリング

・請負業者の選定方法
・工期の設定方法（変更に関する申出があった場合の
対応方法を含む）

・価格転嫁について（スライド条項の有無、請負金額
の変更申出があった場合の対応等）

実施時期 Ｒ３．１０～ Ｒ４．８～

備考 〇改善・留意すべき事項について、文書で通知 〇業界ごとの傾向や取組状況等について、
対象企業との共有を図るとともに公表する
予定

※）モニタリング調査については、公共工事・民間工事にかかわらず、元請下請間、受発注者間を対象に実施 3



立入検査及びモニタリング調査、各種窓口に寄せられた相談対応等の機会を通じて、建設工事における発注者・受注者、
元請負人・下請負人の間の取引の適正化、建設業法令遵守に関する意識・意向を聴取し、指導・要請を実施

聴取の目的

中国地方整備局が元請・発注者等から聴取した情報（１／３）

（１）法定福利費・労務費の内訳を明示した見積書の活用状況
・一部の業種において理解が十分でなかった事実はあるものの、多くの下請企業が施工体系に関係するような大規模マンション工事
を受注するクラスの元請は大手から地場まで、標準見積書の活用も含む法定福利費の確保に対する理解が進んでいる。
・元請も下請の法定福利費・労務費について確認を行っているが、法定福利費は労務費と密接に関係しており、過度に低いと人手
不足につながり施工品質に影響することから、元請としても下請の法定福利費を重視している傾向が見受けられた。
・法定福利費内訳明示により、材工一式業種でも人工を元に算出する等、労務費の尊重に向けた意識が醸成されることが期待

（２）下請企業への支払手段の現金化の促進に関する動きについて
・手形から現金払いへの移行の動きは、労務費に限らず、支払全般において進めている企業もあった。
・労務費の現金払いは、建設業法上の努力義務であるため、多くの元請において、労務費分は現金で支払っている事実が
確認できたが、いわゆる手形払いの廃止に向けた政府の動きに対する認識はまだ多くの企業で知られていなかった。

聴取結果の概要

ポイント
下請の資金の確保、支払の円滑化のため、労務費を含む請負代金の現金払いの推進をする必要がある

ポイント
引き続き、下請企業の法定福利費・労務費の確保の推進のため標準見積書の活用を促す必要がある
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（３）工期・働き方改革について
・工期に無理を感じたら元請から発注者に意見を言う、発注者も意識変化し無理な要求が減った
・発注者も法令遵守を重視し、受注者の働き方改革を尊重する意向を示している
・発注者側のグループ企業として建設企業が存在するケースもあり、建設業の働き方改革は身近な課題である
・無理して仕事を取りに行く考えは後退し、下請に無理をさせることに抵抗を感じるようになった
・元請も働き方改革を意識して仕事を選んでいる
・無理な工程によるしわ寄せは品質低下に直結するので余裕のある工程が必要である
・下請独自の休みを尊重する、また下請が交代制による週休二日に取り組む等、元請として働き方改革への対応が見られる
・一方で、4週8閉所の実現が困難、下請が土曜閉所や長期閉所に消極的な傾向も見られる
・働き方改革に理解がある社もあるが、依然として無理な工期を求める社もある、また４週８閉所に伴うコスト増加が価格競
争力に与える影響も無視できない
・４週８休を見据えて、日給月給制から月給制への移行を考えている
・年度をまたぐ工期延伸について、協議によって認めてもらえた
・工事に必要な許可や同意について、発注者が先行して申請してくれていたため工期に余裕が得られた
・無理筋であっても受注者に要求を通させるようにするのが手腕だと思っている発注担当者もいる

中国地方整備局が元請・発注者等から聴取した情報（２／３）

ポイント
・働き方改革への理解は浸透しつつあるが、依然として課題は残っている
・浸透しつつある理解を足がかりに、発注者と受注者の共存共栄へ向けてさらなる理解浸透を進める
→「工期の適正化」についてはP.12～１5参照

5
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（４）価格転嫁
・元請は、資機材の早期発注・確保により価格高騰の影響を最小限に抑える努力をしている。
・それでもなお吸収しきれない価格高騰リスクについては、元請から発注者に協議するとともに、下請との協議に
も応じている。
・発注者としても価格転嫁等の余地がある「予算の調整領域」を見込むように考え方が変わってきている
・販売物件である集合住宅は、一般論として、販売時点から上昇した建設コストを顧客への販売価格に転嫁する
ことが大変難しい
・価格転嫁関係相談件数（R5.1.25現在相談者・相談対象者毎）
①下請として元請へ・・・・・・・・・・３件
②元請として発注者へ・・・・・・・・・３件
③発注者（施主）として元請へ・・・・・２件
④発注者（元請）として下請へ・・・・・１件
⑤資材製造業者として元請へ・・・・・・１件

（５）賃金引上げ
・消費者物価高騰対策として社員に手当を支給する事例も存在する。

（６）建退共の尊重
・建退共制度の意義を尊重し、履行証明による加点を重視し、元請として適正履行を心がけている
・民間工事における制度の普及が不十分だと感じている
・公共・民間に関わらず、建退共制度は建設業に必須の制度という方針で、下請に証紙を請求するよう言っている

中国地方整備局が元請・発注者等から聴取した情報（３／３）

ポイント
技能者の処遇改善の観点から、公共工事のみならず、民間工事における理解の醸成に努める必要がある。
→P.２１「建設業退職金共済制度の適正履行の確保について」参照

ポイント
全国調査と同様に元請は価格転嫁の協議には応じる意向を示しているため、まずは協議を行うことが重要。

6

聴取結果の概要



○標準見積書による労務費及び法定福利費の確保について、元請・下請・民間発注者に対して取組を要請。また、地方公共団体に対し、
請負代金内訳書に明示される法定福利費の内訳額の確認等を要請し、実効性を図る

○その際、ＣＣＵＳの能力評価を見据え、技能者の地位や技能に応じた労務費の見積りとその尊重についても推進。

〇「標準見積書の活用等による労務費及び法定福利費の確保の推進について」の概要
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公共工事における法定福利費内訳明示の状況（中国地方）（１／２）

導入している 導入していない 導入割合（％）

中国地方
５県

５（２） ０（３） 100％（４0％）

中国地方
１０７市町村

28（12） 79（95） 26％（１2％）

請負代金内訳書に法定福利費を明示する取組

○ 国土交通省で平成２９年７月、標準約款（公共／民間／下請）を改正し、受注者が作成し発注者に提出する請負
代金内訳書に法定福利費を内訳として明示することを標準化。
◯ 当該調査では、各公共発注者が公共工事を発注する際、受注者から提出される請負代金内訳書に法定福利費を
明示する取組について調査。
◯ 国・県では、法定福利費を明示する取組が進む一方、市区町村では一部の自治体にとどまっている状況。

中国地方整備局調査（令和５年１月時点）
※カッコ内は、平成３０年度入札契約適正化法に基づく実態調査（平成２９年度実績）

○令和４年度までに５県全てが実施済み
・近年導入した県においても、混乱はなく、計算方法等の実務的な問い合わせが増える程度にとどまっている
・受注者にも法定福利費の計算方法が普及しつつある
○令和５年１月現在、中国地方５県内の107市町村中28市町村が実施済み
・近年導入した市町村においても、混乱はなく、スムースに実施されている
・算出が難しいと判断する工種は除外する等、段階的な実施を行う例もあるが、簡易的な方法で算出する対応もありうる
・実施済みの28市町村中、18市町村はR2時点で未実施、またその内9市町村は「今後も実施する予定はない」意向であった
→各県が実施したことにより市町村も実施する状況が見られる（県の基準、システム等に準拠）
・今後、県庁所在地都市、中核市が導入することにより普及が加速することが期待できる（現在55%が実施）

8岡山県の法定福利費内訳明示の案内パンフレットをP.9に紹介



公共工事における法定福利費内訳明示の状況（中国地方）（２／２）
岡山県発注工事における法定福利費内訳明示の実施
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標準請負契約約款について

○公共工事標準請負契約約款
（請負代金内訳書及び工程表）
第三条（Ａ） 受注者は、設計図書に基づいて請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）及び工
程表を作成し、発注者に提出し、その承認を受けなければならない。
２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。
３ 内訳書及び工程表は、この約款の他の条項において定める場合を除き、発注者及び受注者を
拘束するものではない。
注 （Ａ）は、契約の内容に不確定要素の多い契約等に使用する。
第三条（Ｂ） 受注者は、この契約締結後〇日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以
下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。
２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。
３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。

○建設工事標準下請契約約款
（請負代金内訳書及び工程表）
第二条 下請負人は設計図書に基づく請負代金内訳書、工事計画書及び工程表を作成し、
契約締結後速やかに元請負人に提出して、その承認を受ける。
２ 請負代金内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示
するものとする。

標準約款における対応

※建設工事標準請負契約約款（公共・民間）に関しては右のURLを参照ください
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000092.html
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・法定福利費不払いの相談は減少したが、額が低いという相談もあり、引き続き啓発と指導が必要。
・法定福利費確認にあたっての下請が請負額内訳を拒む件は、取引上の機密とは別問題との理解を求める。

中国地方整備局に寄せられた相談等 社会保険・法定福利費関係

寄せられた相談の内容

頻度の多い相談事項とその回答
・前年度に引き続き、実務的な相談が多い
・法定福利費確認にあたって下請あるいは再下請が請負額の内訳を示したがらないという傾向も見られる

ポイント

○実際の相談例（抄出）
Ｑ 元請として、下請に再下請の見積書における法定福利費確認のため内訳を提出するよう求めたところ拒否された。いかに対応すべきか 
Ａ 下請指導ガイドラインの趣旨を説明し、協力を求められたい。下請側の取引上の機密に係る部分まで開示を求める意図ではないことを説明してはどうか。
Ｑ 下請に、見積書に法定福利費内訳を記載してもらうよう求めているが、なかなか記載してくれない。効果的な説明方法はないか 
Ａ 業界団体が作成している標準見積書を活用してはどうか また、想定される労務費に保険料率をかける簡易な計算方式もありうる。
Ｑ 標準見積書で示されているような複雑な計算式は、㎡単価の工種では使いにくい場合もあるが、どのように対応すべきか 
Ａ 想定される労務費に保険料率をかける簡易な計算等、可能な方法で実施されたい。
Ｑ 複数名を雇用している個人事業主を二次下請とする。雇用保険には加入し、健康保険は国民健康保険、年金は国民年金だが、適正な社会保険加入か 
Ａ 適正と考える。加入を証する書類関係について当該下請と協議されたい。
Ｑ 元請から単価契約で定型的な工事を請け負っているが、単価に含まれる法定福利費が安いように感じられる。
Ａ 法定福利費は「通常必要と認められる原価」に含まれるので、適正な額でない場合は建設業法違反の恐れがあるので、内容について確認し、元請と交渉されたい。

○令和４年度社会保険関係相談件数26件の内訳（R5.1.25現在）
加入義務・・・９件（違反通報２件含む）加入証明関係（元請）・・・2件 同左（下請）・・・6件 同左（公共発注者）・・・1件
法定福利費・・・6件 建退共・・・１件 労災保険・・・１件
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工期の適正化 （建設業法第19条、第19条の5・6、第20条、第20条の2、第21条、第34条）

中央建設業審議会が「工期に関する基準」を作成し、その実施を勧告

（中央建設業審議会の設置等）

第三十四条（略）

２ 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約約款、入札の参加者の資格に関する基準、予定価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費に関する基準

並びに建設工事の工期に関する基準を作成し、並びにその実施を勧告することができる。

◆通常必要と認められる期間に比して、
著しく短い工期による請負契約の締結を禁止

◆工期に影響を及ぼす事象で認識しているものについては、
契約締結までに通知

（著しく短い工期の禁止）

第十九条の五 注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に

比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはならない。

（工期等に影響を及ぼす事象に関する情報の提供）
第二十条の二 建設工事の注文者は、当該建設工事について、地盤の沈下その他の工期又は請負
代金の額に影響を及ぼすものとして国土交通省令で定める事象が発生するおそれがあると認め
るときは、請負契約を締結するまでに、建設業者に対して、その旨及び当該事象の状況の把握
のため必要な情報を提供しなければならない。

【建設業法施行規則】
（工期等に影響を及ぼす事象）
第十三条の十一 法第二十条の二の国土交通省令で定める事象は、次に掲げる事象とする。
一 地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の状態に起因する事象
二 騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象

◆工程の細目を明らかにし、
工程ごとの作業及びその準備に
必要な日数を見積り

（建設工事の見積り等）

第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結する

に際して、工事内容に応じ、工事の種別ごとの材料費、

労務費その他の経費の内訳並びに工事の工程ごとの作

業及びその準備に必要な日数を明らかにして、建設工

事の見積りを行うよう努めなければならない。

２・３ （略）

◆工事を施工しない日や時間帯の定めをするときには契約書面に明記

（建設工事の請負契約の内容）

第十九条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付
しなければならない。
四 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容

注文者 建設業者
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上限規制

労
働
基
準
法
違
反

改正建設業法第１９条の５の規定の主旨（建設業就業者の長時間労働の是正）を踏まえた
適切な運用を確保するためには、「著しく短い工期」の判断に際しては、単に定量的な
期間の短さに着目するのではなく、「工期短縮が長時間労働などの不適正な状態を生じ
させているか」に着目することが必要。
このため、「通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間」とは、単に定量的に
短い期間を指すのではなく、 「建設工事の工期に関する基準」（令和２年７月２０日、
中央建設業審議会 勧告） 等に照らして不適正に短く設定された期間をいう。

通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間

建設工事の工期は、施工環境・施工技術・労働者数等の様々な要素の影響を受けるが、
時間外労働時間との関係において、その他の要素を一定とすると、右の図のように短い
工期と長時間労働には相関関係がある。
特に、令和６年４月からは、建設業についても、時間外労働時間の上限規制の適用を受
けるため、当該上限規制以上の時間外労働は、労働基準法違反となる。

短い工期と長時間労働の関係

【工期と長時間労働の関係】

時間外労働時間

工
期

長

長

短

短 時間外労働時間

工
期

【工期と長時間労働の関係】
（令和６年４月～）

長

長

• 建設業法第１９条の５では、「注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比し

て著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはならない。」ことを規定。

• この規定が設けられた主旨は、建設業就業者の長時間労働を是正することにあり、そのためには、適正な工期設定を

行う必要があることから、通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間を工期とする建設工事の請負契約を禁

止するもの。

著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５） ①
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第196回国会（常会）で成立した「働き方改革関連法」による改正労働基準法に基づき、令和６年４月１日から、建設業者に関しても、
災害時の復旧・復興事業を除き、時間外労働時間の罰則付き上限規制の一般則が適用される。このことを踏まえ、当該上限規制を上回る
違法な時間外労働時間を前提として設定される工期は、例え、発注者と受注者との間で合意されている場合であっても、「著しく短い工
期」と判断される。

時間外労働時間の罰則付き上限規制の適用（令和６年４月１日～）

① 契約締結された工期が、「工期基
準」で示された内容を踏まえていな
いために短くなり、それによって、
受注者が違法な長時間労働などの不
適正な状態で当該建設工事を施工す
ることになっていないか。

② 契約締結された工期が、過去の同種
類似工事の工期と比較して短くなる
ことによって、受注者が違法な長時
間労働などの不適正な状態で当該建
設工事を施工することになっていな
いか。

③ 契約締結された工期が、受注者が見
積書で示した工期と比較して短い場
合、それによって、受注者が違法な
長時間労働などの不適正な状態で当
該建設工事を施工することになって
いないか。

著しく短い工期の判断の視点

見積依頼の際に発注者が受注者に示した条件
締結された請負契約の内容
受注者が「著しく短い工期」と認識する考え方
過去の同種類似工事の実績

受注者が発注者に提出した見積りの内容
当該工期を前提として請負契約を締結した事情
当該工期に関する発注者の考え方
賃金台帳 等

著しく短い工期の判断材料

「著しく短い工期」の禁止は、当初の契約締結後、当初の契約どおり工事が進行しなかったり、工事内容に変更が生じた際、工期を変
更するために変更契約を締結する場合についても適用される。
工期の変更時には紛争が生じやすいため、紛争の未然防止を図る観点から、当初の契約の際、公共工事標準請負契約約款第２１条、民
間工事標準請負契約約款（甲）第２９条、または民間工事標準請負契約約款（乙）第１９条（それぞれ「著しく短い工期の禁止」の規
定）を明記しておくことが必要である。

工期の変更が必要となる場合にも適用

著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５） ②
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著しく短い工期の禁止に違反した場合の措置

違反の疑いを
通報

許可行政庁

（ア）勧告

（イ）勧告・指示

著
し
く
短
い
工
期
に
よ
る
契
約

著しく短い
工期による契約

一次下請業者
（建設業者）

駆け込み
ホットライン 等

元請業者
（建設業者）

発 注 者

〇建設業法（抄）

第十九条の六 （略）

２ 建設業者と請負契約（請負代金の額が政令で定める金額以上であるものに限る。）を締結した発注

者が前条の規定に違反した場合において、特に必要があると認めるときは、当該建設業者の許可をし

た国土交通大臣又は都道府県知事は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができる。

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告を受けた発注者がその勧告に従わないときは、その

旨を公表することができる。

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の勧告を行うため必要があると認めるときは、

当該発注者に対して、報告又は資料の提出を求めることができる。

（ア）国土交通大臣等は、著しく短い工期で契約を締結した

発注者に対して、勧告を行うことができ、従わない場合

は、その旨を公表することができる。

※必要があるときは、発注者に対し、報告又は資料の提出を求め

ることが可能

（イ）建設工事の注文者が建設業者である場合、国土交通

大臣等は建設業法第４１条を根拠とする勧告や、同法

第２８条を根拠とする指示処分を行う。

※法第３１条を根拠とする立入検査や報告徴取も可能
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日 時：令和4年9月7日 16:00～17:00
出席団体：日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会
テーマ：令和５年度概算要求、建設業の賃金引上げに向けた取組、建設資材の価格高騰、

働き方改革等の推進 等

斉藤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会（R4.9.7）

開催概要

また、前回の意見交換会で申し合わせた
「概ね３％の賃金上昇の実現を目指して、
全ての関係者が可能な取組を進める」とい
う点について、官民一体となって取り組ん
でいくことを再確認。

「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を含め、引き続き、必要かつ十
分な公共事業予算の確保を図っていくこと、業界の実態としても施工余力に問題がない
ことについて再確認。

さらに、建設キャリアアップシステムの更
なる利用促進、建設資材の価格高騰対策、
働き方改革の推進、インフラDX等を通じた
生産性向上、地方公共団体における入札契
約の適正化等についても議論。
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適切な価格転嫁、取引の適正化に向けて、官民協働で取組を推進

業界団体では、ダンピング受注の排除や適正な請負代金での下請契約締結の周知などに取組んで頂きました。

国土交通省としては、特に民間工事における取引適正化が重要と考えており、各団体の皆様には、適正な請負代金の設定や

支払条件の改善、適正な工期の確保にご協力をお願い致します。

適切な価格転嫁に向けて

パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化会議における国土交通大臣発言（概要）
（令和３年１２月２７日 岸田総理、斉藤国交大臣等 → 経団連会長など経済団体５団体トップ、日建連会長など事業者団体２２団体トップ）

◆ 取引価格を反映した適正な請負代金の設定や、納期の実態を踏まえた適正な工期の確保に加え、本年実施したモニタリング
調査の結果も踏まえ、スライド条項の適切な設定・運用や必要な契約変更の実施について要請

◆ 各関係者における取組の推進に向け、通知先に応じてそれぞれ以下を周知

◆ 価格転嫁に関する相談等を「建設業フォローアップ相談ダイヤル」にて受け付けている旨周知

• 下請企業等との取引において円滑な価格転嫁を進めるため、発注者との契約においても適切な対応を図ること
• 資材業者等に対しても同様の配慮を行うこと

• 建設工事の受注者は、発注者が事業を推進する上での重要なパートナーであり、
また、受発注者間の価格の転嫁が元下間・資材業者等への転嫁に当たっても重要となることから、適切な対応を図るべきこと

• 資材単価の改定を月ごとなど適時に行うこと、状況等を踏まえて単価設定のための調査の時期の前倒し・頻度の増加等の対応をとる
こと、可能な限り最新の時点の単価を用いて積算すること等により、原材料費の最新の取引価格を請負代金へ適切に反映すること

公共
発注者

民間
発注者

建設業者
団体

「労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保について」
（令和４年４月２６日 国不建第５２号～第５５号 国土交通省 不動産・建設経済局長 → 建設業者団体、公共発注者、民間発注者）

公共・民間それぞれの標準約款に記載されている
請負代金や工期の変更に関する規定（スライド条項
等）を適切に設定すること

受注者や下請企業から協議の申出があった場合は、
適切に応じること等により、状況に応じた必要な
契約変更を実施するなど、適切な対応を図ること

＜契約締結時＞ ＜契約締結後＞

それらの規定を

適切に運用すること
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日本建設業連合会
「建設資材高騰等の現状」より抜粋適切な価格転嫁に向けて
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日本建設業連合会
「建設資材高騰等の現状」より抜粋適切な価格転嫁に向けて

19



本ガイドラインは、元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するか具体的に示すことにより、法律の
不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的として策定。
R4.8最終改訂は原材料費等高騰を踏まえた建設業における適正な請負代金の設定や適切な工期の確保、建設工事で発生する建設副産物の適正処理等を反映。

（１）建設業の下請取引における取引の流れに沿った形で、見積条件の提示、契約締結といった以下の13項目について、留意すべき建設業法上の
規定を解説するとともに、建設業法に抵触するおそれのある行為事例を提示

２．本ガイドラインの内容

（２）関連法令の解説として以下の内容を掲載

建設業法令遵守ガイドラインの概要（Ｈ１９．６策定、最終改訂Ｒ４．８）

※ガイドラインとは・・・当該施策における目安・指標１．策定の趣旨

１．見積条件の提示等（建設業法第20条第４項、第20条の２）
２．書面による契約締結 （１）当初契約（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3、第20条第1項）

（２）追加工事等に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）
３．工期 （１）著しく短い工期の禁止（建設業法第19条の5）

（２）工期変更に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）
（３）工期変更に伴う増加費用（建設業法第19条第2項、第19条の3）

４．不当に低い請負代金（建設業法第19条の3）
５．原材料費等の高騰・納期遅延等の状況における適正な請負代金の設定及び適正な工期の確保

（建設業法第19条第2項、第19条の3、第19条の5）
６．指値発注（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3、第20条第４項）
７．不当な使用資材等の購入強制（建設業法第19条の4）
８．やり直し工事（建設業法第18条、第19条第2項、第19条の3）
９．赤伝処理（建設業法第18条、第19条、第19条の3、第20条第4項）
10．下請代金の支払 （１）支払保留・支払遅延（建設業法第24条の3、第24条の6）

（２）支払手段（建設業法第24条の3第2項）
11．長期手形（建設業法第24条の6第3項）
12．不利益取扱いの禁止（建設業法第24条の5）
13．帳簿の備付け・保存及び営業に関する図書の保存（建設業法第40条の3）

14－１ 独占禁止法との関係について（建設業の下請取引に関する建設業法との関係）
14－２ 社会保険・労働保険等について（法定福利費の確保）
14－３ 労働災害防止対策について（実施者と経費の負担の明確化）
14－４ 建設工事で発生する建設副産物について

ガイドライン本文に関しては下記URLを参照ください
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001493865.pdf
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処遇改善における建退共の重要性に鑑みた留意事項

○建退共制度では、技能労働者の働いた日数に応じて退職金の掛金が納付されるため、就労実績が正しく把握され、実績どおりに
掛金が納付されることが処遇改善のために重要

○民間工事における普及促進が必要
＜参考＞ 令和３年３月３０日国不入企第４２号主な民間発注者団体の長宛国土交通省不動産・建設経済局建設業課長通知
「建設業退職金共済制度の適正履行の確保について」
１．建退共制度は、公共工事・民間工事を問わず、現場で働く建設労働者を雇用する場合に適用される制度であることから、民間工事につい
ても、共済契約者等において建設技能者が働いた日数に応じて掛金の納付等が適切に行われるよう、制度が適正に運用されることが必要
であること。

２．官民施策パッケージでは、令和３年度から建設キャリアアップシステムを活用した公共工事について、建退共制度に係る掛金充当確認等
の履行強化を図るとともに、民間工事についても建設企業による掛金納付・充当の徹底を図ることとし、民間工事を含め、令和５年度から
建設キャリアアップシステム活用への完全移行の方針を掲げたところでありますが、建設業者団体あての要請において、民間工事につい
ても、元請事業者等による適切な対応を要請したところでありますので、ご承知おきいただきたいこと。

３．建退共制度の掛金納付に係る受注者の費用は、工事の施工に従事する建設労働者に係る必要経費であり、工事の請負金額に適切に反
映されるべきものと解されること。

就労実績
ファイル

就労状況報告書
（4号月別様式）

就労実績報告
作成ツール

CCUS連携
方式

電子申請
方式

（通常）

作業員名簿等の各種書類を参照して、
就労実績報告作成ツールに、就労実績
を手作業で入力する

技能労働者

CCUS

（参考）建退共とCCUSのデータ連携

CCUSに蓄積されたデータを取り
込み、就労実績ファイルを作成

電子申請専用サイト

建退共

（証紙のような元請や下請間でのやりとりが不要）

（手作業での入力が不要で実績が正確）

技能労働者に対して、直接、
退職金ポイントを付与

退職金ポイント

※元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することが可能 21



情報提供・相談窓口①中国地整建政部ＨＰ
中国地方整備局ホームページからも、次のような参考資料が入手できます。 是非、ご覧下さい。

施工体制だけでなく、建設業
における適正な契約等について
も、簡潔に解説しています。

建設業法違反となる取引上
の行為や注意点と、目指すべき
取引のあり方等を簡潔に解説
しています。

このガイドラインの概要は、本日の資料に含ま
れています。
元請負人と下請負人との関係に関して、どの
ような行為が建設業法に違反するか等が具体
的に示されています。

〔中国地方整備局建政部ＨＰ〕
のホーム画面の「建設業 ・ 建設
関連業」をクリック。

「法令遵守及び指導・監督
（法令遵守情報サイト）」を
クリック。
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情報提供・相談窓口②建設業フォローアップ相談ダイヤル

●フォローアップ相談ダイヤルでは『資機材価格の高騰等による価格転嫁』に関する相談もお受けします● 23



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

その他（情報提供資料）

（１）監理技術者制度について
（２）建設発生土の搬出先の明確化

資料４



「監理技術者制度運用マニュアル」改正の概要

1



建設発生土の搬出先の明確化等

盛⼟をめぐる現状

○静岡県熱海市で⼤⾬に伴って盛⼟が崩落し、⼟⽯流が発⽣
→ 甚⼤な⼈的・物的被害（令和３年７⽉）

○盛⼟の総点検において、全国で約３.６万箇所を⽬視等に
より点検(令和４年３⽉) 廃棄された土石の崩落

軽傷者1名、県道通行止め
廃棄された土石の崩落
死者１名、重傷者1名、
家屋被害1棟

R3.7 静岡県熱海市 Ｈ21.7 広島県東広島市

R3.6 千葉県多古町

死者・行方不明者27名、家屋被害128棟

盛⼟による災害の防⽌に関する検討会 提⾔（令和３年12⽉24⽇） ＜抜粋＞

○ 建設発⽣⼟について、全ての公共⼯事発注者に指定
利⽤等※の原則実施を要請

※⼯事の発注段階で搬出先を指定する等
○ 発注者に対し、契約締結時における適切な処理費⽤

負担や、予期せぬ費⽤増が⽣じた場合には追加負担
について受注者と適切に協議することを要請

○ 継続的に⼤規模な建設⼯事を発注している⺠間発注
者については、指定利⽤等の実施や、それが困難な
場合でも元請業者により適正処理が⾏われることを
確認するよう求める

○ ⺠間⼯事も含めた取組として、資源有効利⽤促進法
の計画制度を強化し、元請業者に対し、事前に搬出
先が適正であることを確認させることや、実際にそ
こに搬出されたことを受領書で確認させる仕組みを
構築

【基本的考え⽅】
○危険な盛⼟造成等を規制するための全国⼀律のルー
ル（新たな法制度）を創設し、規制を強化していく
べき。

○廃棄物が混じっていない⼟は、⾃然由来のものであ
り、適切に活⽤し、⼜は⾃然に還していくべきもの

○新たな法制度の創設と併せ、建設現場から搬出され
る⼟についても搬出先の適正を確保するための⽅策
を講じることが重要。

○有効利⽤されている実態を踏まえると、搬出先の適
正確保と有効利⽤を⼀体的に図る仕組みが効果的

○発注者側における取組については、まずは国が率先
して取り組むことはもとより、地⽅公共団体や⺠間
発注者についても、これまで以上に積極的な役割を
果たすことが求められる。

危険な盛⼟等の発⽣を防⽌するための仕組み 建設⼯事から発⽣する⼟の搬出先の明確化等建設⼯事から発⽣する⼟の搬出先の明確化等
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建設工事から発生する土の搬出先の明確化等

建設発生土

廃棄物 ・・・廃掃法に基づき適正に処理

廃棄物を分別した土

資源有効利用促進法※

に基づき再生資源として利用

指定利⽤等の徹底
○ 全ての公共⼯事発注者に指定利⽤等の原則実施を要請 ⇒  処分費の積算への計上を徹底
○ 継続的に⼤規模な建設⼯事を発注している⺠間⼯事発注者には、指定利⽤等の実施や、

それが困難な場合でも元請業者により適正処理が⾏われることを確認するよう求める

【指定利⽤等の取組状況】

分
別

建設⼯事から発⽣する⼟

※資源有効利⽤促進法は、使⽤済物品や副産物（建設発⽣⼟も対象）の発⽣抑制及び再⽣資源等の利⽤促進に関して所要の措置を講じるもの。

廃棄物混じり土建設工事から
発生する土 他工事利用

残土処分場

建設発⽣⼟の計画制度の強化
【現⾏制度】資源有効利⽤促進法により元請業者に対し、搬出先(他の⼯事現場、残⼟処分場等)等

を記載した再⽣資源利⽤促進計画書の作成・保存を義務付け
○ 計画書の作成対象⼯事の拡⼤（⼟砂1,000㎥ →500㎥）、保存期間の延⻑（１年→５年） 、
発注者への報告と建設現場への掲⽰を義務化【省令改正︓R4.9.2公布、R5.1.1施⾏】
※併せて事業所等への⽴⼊検査等の対象事業者を拡⼤し、チェック機能を強化

【政令改正︓R4.8.30閣議決定、R4.9.2公布、R5.1.1施⾏】
○ 搬出先の盛⼟規制法の許可の事前確認及び搬出後の⼟砂受領書等の確認を義務化

【省令改正︓盛⼟規制法の施⾏(R5.5.26)に合わせ施⾏予定】
ストックヤード運営事業者の登録制度の創設により、ストックヤードからの搬出先を明確化

【告⽰︓盛⼟規制法の施⾏(R5.5.26)に合わせ施⾏予定】

他工事利用請負会社 ︓●●株式会社
⼯事所在地︓●●市●●町●●
建設発⽣⼟︓●●●● ㎥
搬出先 ︓●●⼯事 ●●● ㎥

●●処分場 ●●● ㎥

計画書

【再⽣資源利⽤促進計画書】
（イメージ）

国 ︓99％
都道府県︓88％ 政令市︓77％
市区町村(政令市除く)    ︓69％

○ 厳格な盛⼟許可制 ○ 不法盛⼟の監視強化（許可地⼀覧の公表・現地掲⽰）
○ 盛⼟許可違反の建設業者への処分

新たな法制度等
（盛⼟規制法等）

・・・

※写真はイメージ
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 建設⼯事の受注者及び発注者は、再⽣資源を利⽤するよう努めるとともに、⾃らの⼯事で発⽣した建
設副産物が再⽣資源として利⽤されるよう努めなければならない。

 主務⼤⾂は、再⽣資源の利⽤促進に関する判断の基準（省令）を定め、基準に照らして著しく取組が
不⼗分な⼀定規模以上の事業者に対し、⽴⼊検査・勧告・命令を⾏うことが可能。

⇒再⽣利⽤の促進・不適正処理防⽌の観点から、政省令を改正し、計画制度を強化。

（１）再⽣資源利⽤促進計画の作成対象⼯事の拡⼤等
⼟砂等の利⽤量や搬出量・搬出先等を記載する再⽣資利⽤促進計画に関して、
・計画作成の対象⼯事拡⼤（搬出⼟砂量1,000m3以上→500m3以上）
・計画及びその実施状況の保存期間の延⻑（１年→５年）

（２）元請業者責任の強化等
・計画作成後の発注者への説明を義務付け
・発注者からの請求に応じて実施結果を報告
・計画の現場掲⽰を義務付け（インターネット公表の努⼒義務）
・元請及び下請け企業は、契約に際し、運搬費その他処理経費の適切な⾒積りに努める

資源有効利用促進法について

・より⼩規模な事業者も勧告・命令の対象となるよう、
その基準を年間施⼯⾦額５０億円以上→２５億円以上に引き下げ。

◇勧告・命令の対象事業者の範囲の拡⼤【政令改正】

◇計画制度・元請業者責任の強化【省令改正】※

公布：令和４年９月２日
施行：令和５年１月１日

(省令：施行日以降に契約する工事に適用)

※２つの省令の関係部分を改正
・再⽣資源省令
（⼟砂等を⼯事に利⽤する際の省令）
・指定副産物省令
（⼟砂等を⼯事から搬出する際の省
令）

4

資源有効利用促進法 政省令改正（第一弾）の概要



○省令改正で再生資源利用（促進）計画等を工事現場の公衆の見えやすい場所に掲載することとした
○これに伴い国土交通省のホームページで掲載している参考様式に掲示様式を追加し公開
○現在、建設副産物情報交換システム（COBRIS)で、掲示様式に必要情報が自動的に記入されるよう
システムを改修中(令和5年3月末頃、改修完了予定。利用可能となった段階で周知予定。)

【ホームページ掲載先】
国土交通省ホーム> 政策・仕事> 総合政策> リサイクル> 建設リサイクル推進施策 情報交換システム> 建設リサイクル報告様式
URL: https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/d0306/page_03060101credas1top.htm

※既存の再生資源利用（促進）計画様式に掲示様式のシートを追加し、｢発注者の商号、名称又は氏名｣
の記入を除き、既存様式に入力した内容が、掲示様式に自動的に転記される。

省令改正（第一弾）に対応した現場掲示様式について

5

ホームページ公表の掲示様式（参考）



ストックヤード運営事業者の登録制度（大臣登録）

元請 ・最終処分
・リサイクル

ストックヤード

不法投棄

資源有効利用促進法
（省令改正（第２弾））

盛土規制法
（法改正）

受領書

盛土規制法にあわせ、資源有効利用促進法の省令改正（第２弾）及びストックヤードに関する新たな登録制度を創設する。
【目的】・ストックヤードに搬入された場合でも、適正な処分等がされること

・優良なストックヤード等の育成により、発生土のリサイクルを促進すること

ストックヤード運営事業者の登録制度
（告示）

・適切な搬出先であることの確認
・受領書による確認
・最終搬出先までの確認義務※

・最終処分
・リサイクル

・指定利用等
・受領書

発注者 ・指定利用等
・処理費用の適正負担

入契法適正化指針改正（閣議決定）
標準約款改正（中建審決定・勧告）

・ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者による指定利用等
・受領書による確認
・年間の搬出入先の報告

・危険な盛土行為を規制

ストックヤード

年間の搬出入先の報告

・最終処分
・リサイクル

［処分場等へ直接搬出］［処分場等へ直接搬出］

盛
土
規
制
法
許
可
等
の
確
認

［登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］［登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］

［非登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］［非登録ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者へ搬出］

最終搬出先まで確認義務※

受領書
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※R6.6に施行※R6.6に施行

・省令第２弾、ストックヤード運営事業者登録制度ともに、
盛土規制法の施行（R5.5）に合わせ施行予定

・ただし、最終搬出先までの確認義務については、
R6.6施行予定

資源有効利用促進法 省令改正（第二弾）等について パブコメ中



資源有効利用促進法 省令改正（第二弾）の概要

 建設⼯事の受注者及び発注者は、再⽣資源を利⽤するよう努めるとともに、⾃らの⼯事で発⽣した建設副
産物が再⽣資源として利⽤されるよう努めなければならない。

 主務⼤⾂は、再⽣資源の利⽤促進に関する判断の基準を定め、基準に照らして著しく取組が不⼗分な⼀定
規模以上の事業者に対し、⽴⼊検査・勧告・命令を⾏うことが可能。

⇒主に不適正処理防⽌の観点から省令を改正し、新設するｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ運営事業者登録制度とあわせ、
計画制度を強化。

（１）適正な搬出先への確実な搬出
・元請業者は事前に当該⼯事の搬出先が盛⼟規制法の許可地であるか等を確認し、結果を再⽣資
源利⽤促進計画の添付資料（チェックリスト）として現場掲⽰

・元請業者は搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認、受領書の写しを５年間保存
・元請業者は搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③の場合を除
く）には、上記と同様に最終搬出先まで確認した書⾯を作成し、５年間保存
①国⼜は地⽅公共団体が管理する場所その他公共性のある場所
②他⼯事利⽤の場合であって当該建設⼯事の現場等
③ストックヤードのうち国⼟交通⼤⾂の登録を受けた場所

（２）⼟壌汚染対策法への対応
・元請業者は発注者の⼟壌汚染対策法の⼿続き状況を確認
・確認結果を（１）と同様に現場掲⽰

資源有効利用促進法について

◇適正な搬出先への確実な搬出等【省令改正（第２弾）】

注）2令和５年１⽉１⽇施⾏の政省令改正を実施済み（第⼀弾）
（再⽣資源利⽤促進計画の作成対象の拡⼤、同計画の発注者への説明、現場掲⽰の義務化等）

【施行予定】

（１）（２）を盛土規制法の施行に
合わせ施行予定、ただし、（※）に
ついては、ストックヤード事業者
の登録期間を１年間設け令和６
年６月１日から施行予定

※

7

パブコメ中



ストックヤード運営事業者登録制度の概要
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●資源有効利⽤促進法省令改正（第２弾）と連携し、ストックヤード運営事業者を国に登録する制度を創設
ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ運営事業者の登録制度について

②登録の拒否要件
・登録取消し後５年以内の者
・破産者、禁固刑を終え５年以内の者、不正又は不誠実な行為をするおそれのある者、暴力団等の関与がある者 など
・盛土規制法などの法令による是正命令等を受けている者 など

④登録した事業者に対する国の対応等
国は、ストックヤード運営事業の適正な運営を確保するため登録業者に対して以下の対応を実施
①業務に関する報告又は資料提出の請求
②業務に関する不正・不誠実行為等に対する指導、助言、勧告
③不正登録や虚偽報告、上記勧告等の無視、盛土規制法などの法令による勧告や改善命令を受けた場合等における登録取消し

④発生土のリサイクルの促進
・国はストックヤード運営事業者のリストを公表。その際、搬入・搬出する土の種類、連絡先等を掲載

③登録した業者の業務
・ストックヤードから土砂を搬出する場合、事前に搬出先が盛土規制法の許可地であるか等を確認した書面を作成、また、搬出後に
搬出先に受領書の交付を求め搬出先を確認

・上記の搬出先から更に他の搬出先へ搬出された場合（搬出先が以下の①②③の場合を除く）には、最終搬出先までの搬出先を確
認した書面を作成
①国又は地方公共団体が管理する場所その他公共性のある場所
②他工事利用の場合であって当該建設工事の現場等
③登録ストックヤード

・ストックヤードの土砂の搬出入管理及び記録の保存を行い､事業年度ごとに管理状況年報を国に報告 など

①ストックヤード運営事業者の登録制度創設の目的
ストックヤードに搬入された建設発生土の適正処理に資するため、適正処理の観点で一定の要件を満たすストックヤード運営事業者を国に

登録する制度を創設。これにより、優良なストックヤード運営事業者を育成し、建設発生土の適正処理及びリサイクルを促進する。

※
※ 本項目は登録制度の開始１年後から施行

パブコメ中

※登録の事務は、各地方整備局建政部建設産業課等が担当する予定



R5.5頃
・盛土規制法施行（自治体による規制区域の指定開始）
・資源有効利用促進法省令改正施行（第２弾）
・ストックヤード運営事業者登録制度開始
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（登録手続きを考慮した猶予期間）

R5.1 資源有効利用促進法政省令改正施行（第１弾）

R6.6頃 資源有効利用促進法省改正施行（第２弾）
【登録ストックヤード以外の最終搬出先の確認】

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

R4.12.26 資源有効利用促進法省令改正（第2弾）
～R5.2.10 ストックヤード運営事業者登録制度（告示）

○資源有効利用促進法による建設発生土の搬出計画制度の強化について、盛土規制法の施行にあわせ施行
○ただし、最終搬出先の確認については、同登録制度の登録期間として猶予期間を約１年間設ける

②省令第２弾、盛土規制法施行
ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ運営事業者登録制度開始（R5.5）

①政省令第１弾施（R5.1）

③省令第２弾 施行 （R6.6）
※非登録ストックヤードの場合、請負業者に最終搬出先
までの確認義務を課す

パブコメ実施

資源有効利用促進法の改正省令等の施行スケジュール パブコメ中



建設発生土の搬出先の明確化に関する国土交通省の取組

■国⼟交通省直轄⼯事の設計図書（特記仕様書）における建設発⽣⼟の搬出先指
定の例
（建設発⽣⼟の搬⼊）
本⼯事の残⼟は、○○○○の建設発⽣⼟受⼊地に運搬するものとし受⼊条件は、

下記の通りとする。
これにより難い場合が⽣じたときは、監督職員の指⽰によるものとし、設計変

更の対象とする。
（１）受⼊場所

○○県○○市○○町○○番地 ○○○○（施設名称を記⼊する）
なお、⼯事の夜間作業の建設発⽣⼟及び場所打ち杭建設発⽣⼟は、○○○

予定地の○○市○○○地先、○○附近に⼀時仮置き の上、建設発⽣⼟受
⼊地に運搬するものとする。

（２）受⼊不適なもの
（例）発⽣⼟利⽤基準による第４種の発⽣⼟及び泥⼟、直径３０ｃｍ以上の

岩、廃棄物処理法により決められている廃棄物
（３）受⼊期間

（例）午前７時〜午後７時まで
ただし、毎⽉の第１及び第３⽇曜⽇、正⽉等の休業⽇は受⼊を中⽌する。

（４）運搬距離
受⼊地までの運搬距離は、Ｌ＝○○ｋｍとする。

○ 建設発⽣⼟の搬出先の明確化のため、発
注者（国⼟交通省）が各契約の特記仕様書
において搬出先の指定を⾏うとともに、⼯
事着⼿時に、資源有効利⽤促進法に基づき
受注者が作成する再⽣資源利⽤促進計画等
の提出を求めている。

○ ⼯事完了後には、実際にあらかじめ指定
された搬出先に搬出されたことを確認する
ため、再⽣資源利⽤促進実施書等の提出を
求めている。

国土交通省直轄工事における取組

⇒全ての公共⼯事発注者に指定利⽤等の原則実施を要請することにあわせて、公共⼯事標準請負契約約款において、
契約書の添付書類である仕様書に建設発⽣⼟の「搬出先」を定めることを標準化。※令和4年6⽉21⽇改正

⇒継続的に⼤規模な建設⼯事を発注している⺠間⼯事発注者が使⽤する⺠間建設⼯事標準請負契約約款（甲）にお
いても、仕様書に建設発⽣⼟の「搬出先」を定めることが望ましく、それが困難な場合でも、受注者による適正
処理の確認が求められることを明確化。※令和4年6⽉21⽇改正

⇒再⽣資源利⽤促進計画制度の強化とあわせて、公共約款・⺠間約款（甲）※において、再⽣資源利⽤促進計画及
び実施書の発注者への説明・報告が必要であることを明確化。 ※令和4年9⽉2⽇改正・令和５年１⽉１⽇施⾏

標準約款における対応

※建設工事標準請負契約約款（公共・民間）に関しては右のURLを参照ください https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000092.html 10



建設業に関する各種相談窓口【令和４年４月２７日改訂版】

【受付時間】10:00～12:00,13:30～17:00
（土日、祝日、閉庁日を除く）

●資機材価格の高騰等による価格転嫁、労務単価、
品確法の運用指針、社会保険加入対策などの建設
業に関する様々な相談を総合的に受け付けます。

●加えて、建設業法令遵守ガイドラインの内
容や、取引に関する法令上の規定などを確
認したい場合の相談も受け付けます。

建設業フォローアップ相談ダイヤル 検 索

センター

東京

【受付時間】9:30～17:00
（土日、祝日、年末年始を除く）

●元請・下請間等の取引で「困ったことが起きたが、どうしたら良いかわからない」という
方には､その解決方法をアドバイスし､｢どこに相談したら良いかわからない｣という方には、
相談先である関係行政機関、紛争処理機関等をご紹介します。

建設業取引適正化センター 検 索

センター

大阪

※許可申請等に関するお問い合わせは ４ をご参照下さい

E-mail:hqt-kensetsugyou110@gxb.mlit.go.jp
※ナビダイヤルの通話料は発信者の負担となります。

資料５



各県の建設業担当部署（連絡先）は、
次のキーワードでご確認いただけます。

建設業法

建設業法令遵守ガイドライン

検 索

検 索

（R4.４月版）

駆け込みホットライン

E-mail:hqt-k-kakekomi-hl@gxb.mlit.go.jp
※ナビダイヤルの通話料は発信者の負担となります。

【受付時間】10:00～12:00,13:30～17:00
（土日、祝日、閉庁日を除く）

● 主に国土交通大臣許可業者を対象に建
設業に係る法令違反行為の通報を受け
付けます。

● 法令違反の疑いがある建設業者には、
必要に応じ立入検査などを実施し、違
反行為があれば指導監督を行います。

検 索

● 建設業許可、建設業の変更届、経営事項審査等の建設業法に基づく申請手続きについてのご
相談、その他建設業法関係全般のご相談を受け付けます。

建設業 許可行政庁一覧 検 索【受付時間】9:15～12:00,13:00～18:00
（土日、祝日、閉庁日を除く）


